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日本では，政府の政策によって大学院定員の拡充が行われ，その結果大学院進学者数は過
去 40 年の間に 4 倍に増加した。大学院教育によって人的資本が蓄積されるのであれば，
このような大学院拡充は経済成長にプラスの効果を持つと期待できる。しかし，大学院教
育によってどのくらい人的資本は蓄積されるのかを知ることは容易ではない。それを知る
ためのおそらく最も簡単な方法は，学部卒の労働者と大学院卒の労働者の賃金を比較する
ことであるが，そのような賃金格差には，労働者の「自己選択」によって生じるバイアス
が含まれる。そのため，本研究では，自己選択に関係の深い変数を含む，『消費生活に関
するパネル調査』『ワーキングパーソン調査』『国際成人力調査』『地域の生活環境と幸福
感に関するアンケート』の 4 つ調査から得られたデータを用いて，大学院賃金プレミアム
を推定した。追加で回帰式に含められた変数は，労働者の学部での専攻，卒業した大学の
種類（国公立／私立）とランク，認知能力指標，および両親の教育レベルである。分析の
結果，これらの要因は，推定された大学院賃金プレミアムのうち，男性で最大 34.4％，女
性で最大 26.2％程度を説明するが，これらの要因を考慮しても大学院賃金プレミアムは正
で有意であった。推定された大学院賃金プレミアムは，男性で 14.7％～23.7％，女性で
13.5％～26.4％ほどであった。
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Ⅰ　は じ め に

　労働経済学では，人的資本は大まかに教育，就
業経験，および職業訓練を通じて蓄積されると考
えられている。日本の伝統的な労働市場では，就
職後の職場における職業訓練を通じた人的資本の
蓄積が，諸外国に比べて特に重要であったことが
先行研究で指摘されている。これは，終身雇用・
年功賃金制度のもとで，労働者が長く 1 つの仕事
に留まり，そこで企業特殊的人的資本を蓄積する
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ことが，労働者・企業の双方にとって有益であっ
たためであると考えられている。このような伝統
的な雇用制度は，高度経済成長を支える要因の一
つであったとされるが，日本経済が先進国に
キャッチアップする段階を過ぎ，バブル崩壊以降
に経済成長率が急速に鈍化する中で，終身雇用・
年功賃金制度を維持できなくなっている企業が増
えていくと考えられている 1）。
　成長率の鈍化に伴い，多くの企業は労働者に訓
練を施す余裕を失ってゆくことが予想される。ま
た，終身雇用・年功賃金制度の崩壊により，労働
者が一つの企業に留まり続けるインセンティブを
失い，離職・転職率が上昇すると，企業は労働者
の人的資本に投資するインセンティブを失ってゆ
くであろう。このような日本特有の事情に加え
て，ICT 技術や AI 関連の技術進歩に伴い，企業
特殊的人的資本と一般的人的資本の相対的な重要
度も変化するかもしれない。このような変化に
伴って，労働者が就職後に働きながら人的資本を
蓄積するということが，将来的には難しくなるか
もしれない。
　就労後に人的資本を蓄積することが難しくなる
と，教育，特に大学・大学院教育が社会において
期待される役割も変化してゆくことが予想され
る。すなわち，これまでは就職して会社で身に着
けていた技術や知識を，大学卒業後に大学院で身
に着けるということが，これまでよりも一般的に
なる可能性がある。日本では，かつては修士号・
博士号取得者の割合が他の先進国に比べて低かっ
たということもあり，文部科学省の指針により大
学院重点化政策が実施され，大学院の定員は近年
になって大幅に拡大した。これに伴い，大学院
生・大学院卒労働者の数も大幅に増加した。
　大学院教育によって効率的に人的資本が蓄積さ
れるのであれば，このような大学院拡充は経済成
長にプラスの効果を持つと期待できる。しかし，
大学院教育によって，いったいどのくらい人的資
本は蓄積されるのかを知ることは容易ではない。
それを知るための最も簡単な方法は，学部卒の労
働者と大学院卒の労働者の賃金を比較することで
あるが，そのような賃金格差には，労働者による

「自己選択」によって生じるバイアスを含まれる

と考えられる。例えば，生まれつき高い能力を持
つ人ほど大学院に進む可能性が高く，その能力が
社会でも役に立つ能力であると仮定する。する
と，例えば大学院卒労働者の賃金が学部卒労働者
の賃金よりも高いことがデータから明らかにされ
たとして，その差が大学院教育によってもたらさ
れたものなのか，それとも能力の差によってもた
らされたものなのか識別ができなくなってしま
う。これが，この文脈において最も重要と考えら
れる自己選択バイアスで，能力バイアスとも呼ば
れる。
　詳しい理由については次節で述べるが，日本に
おける大学院賃金プレミアムの推定では，このよ
うな自己選択バイアスに伴う過大推定の問題は深
刻であると考えられる。最大の理由は，日本では
大学院進学者の圧倒的多数が国公立大学理系学部
出身で，よりランキングが高い大学ほど大学進学
率が高い傾向にあることである。高ランクの国公
立大学理系学部出身者はそもそも賃金が高い傾向
にあるが，ほとんどのデータでは出身大学の詳細
な情報は得られない。そのため，単純に大学院卒
労働者の賃金と学部卒労働者の賃金を比べてしま
うと，国公立大学理系学部出身者とその他を比べ
ることになってしまい，大学院教育の効果を過大
推計してしまう恐れがある。
　本稿の内容は，このような問題意識から，大学
院進学の選択に関わるさまざまな要因を考慮した
推定を行った，Suga（2020）と Li, Urakawa and 
Suga（2022）に基づいている。Suga（2020）では，
大学のタイプや専攻，労働者の能力に関する情報
を含む，3 つのサーベイデータを利用することで，
大学院教育が賃金に与える効果を，先行研究よ 
りも正確に推定することを試みた。さらに，Li,  
Urakawa and Suga（2022）では，出身大学のラ
ンキングに関する情報と親の教育水準を含むデー
タを利用し，自己選択バイアスの影響をできるだ
け除去した上で推定を行った。推定の結果，追加
で与えた大学の種類（国公立／私立）・ランクや学
部での専攻，認知能力のレベル，親の教育水準と
いった説明変数は，男性で大学院賃金プレミアム
の最大 34.4％，女性で最大 26.2％を説明するが，
これらの説明変数を加えても大学院賃金プレミア
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ムは正で統計的に有意であった。推定された大学
院賃金プレミアムは，男性で 14.7％から 23.7％，
女性で 13.5％から 26.4％ほどであった。
　本稿は以下のように構成されている。Ⅱでは，
日本における大学院教育の背景と大学院賃金プレ
ミアムに関する先行研究を紹介する。Ⅲでは，推
定に用いた 3 つのデータについて解説する。Ⅳで
は推定方法と推計手順を示し，Ⅴでは推定結果を
示す。最後に，Ⅵで本論文の結論を述べる。
　

Ⅱ　背景と先行研究

　過去 30 年間で日本の大学進学率はほぼ 2 倍に
なり，この劇的な変化は労働市場に大きな影響を
与えたことが先行研究で明らかにされている 2）。
同時に，日本では大学院生の数も過去数十年の間
に大幅に増加した。図 1 は，私立大学および国公
立大学の大学院在籍者数を示したものである。大
学院入学者数は 1970 年代から 21 世紀の最初の
10 年間まで安定した増加傾向をたどり，近年は
人口全体の動向を反映してこの傾向はある程度減
少しているものの，40 年前に比べれば 4 倍に近
い水準で推移している。
　大学院教育が労働者に有用な技術や知識を提供

し，労働者の生産性が向上するのであれば，大学
院生数の増加は技術開発や生産性の向上を後押し
し，経済成長を導くはずである。しかし一方で，
Kucel, Molina and Raya（2016）によって，日本
で過剰教育（over-education）が起こっている可能
性が指摘されており 3），大学院教育が労働者の人
的資本ストックをどの程度の割合で増加させるか
を分析することは，政策的・学術的に重要なテー
マであると言える。
　高等教育が賃金に与える影響については，米国
のデータを用いて数多くの研究が行われており，
その中には大学院教育の効果に関する分析も含ま
れている。大学院卒の賃金プレミアムが生産性向
上によるものか，シグナリング・スクリーニング
効果によるものかは議論が分かれるものの，ほと
んどの研究が大学院賃金プレミアムは有意に正で
あるとしている。例えば，Ashenfelter and Mooney

（1968）や Taubman and Wales（1973）は，大学
院教育が賃金にプラスの影響を与えることを示唆
しているが，Taubman and Wales（1973）は，賃
金プレミアムがある程度スクリーニング効果に帰
着する，すなわち人的資本が蓄積された効果だけ
ではないとしている。Jaeger and Page（1996）は，
1991 年 と 1992 年 の March Current Population 

図 1　学部専攻別・学校種別の大学院在籍者数

出所：『学校基本調査』
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Survey のデータを用いて，大学院賃金プレミア
ムの推定を行い，修士号取得者は学士号取得者よ
り 5％～16％高い賃金を得ていることを明らかに
している。Deere and Vesovic（2006）は，大学院
卒労働者と学部卒労働者の賃金格差は，高卒者の
平均賃金の 10.5％から 42.0％に相当すると報告し
ている。米国以外での数少ない研究としては，
Labour Force Survey のデータを用いて英国の労
働者の標準賃金関数を推定した，Walker and Zhu

（2011）がある。推定の結果，科学，技術，工学，
数学分野の大学院卒の労働者は，学部卒の労働者
よりも 6.6％～16.6％ほど高い賃金を得ているこ
とが明らかになっている。先述のように，賃金と
学歴の関連を分析する際には，自己選択バイアス
に注意する必要があるが，これらの研究ではそれ
を除去するための特別な手法は用いられていな
い。これに対し，Song, Orazem and Wohlgemuth

（2008）は大学院進学の内生性に対処するために
授業料を操作変数として用いて大学院賃金プレミ
アムの推定を行い，GRE（Graduate Record Exam）
得点の高い学生は大学院に進学する確率が低く，
ソーティング効果による下方バイアスが大きく見
られるとした。一方，Hussey（2012）は，MBA
取得者のパネルデータを用いることで，自己選択
バイアスを排除している。アメリカでは，MBA
ホルダーの大半が MBA 取得前に職歴を有してい
るため，MBA 取得前後の賃金に関する情報を含
むパネルデータを用いて固定効果モデルを推定す
ることで，（自己選択に関わる能力が時間的に変化
しないのであれば）自己選択バイアスを除去する
ことができる。
　日本では，大学院賃金プレミアムに関する研究
は極めて少ないが，Shimizu and Higuchi（2009）
は，日本の MBA 取得者を対象に，取得前後の職
務経験や賃金と現在の賃金に関する情報を含む
データを用いて，Hussey（2012）と同様の手法で
MBA 取得が賃金に与える効果を推定している。
その結果，海外で MBA を取得した労働者は有意
な賃金上昇が確認されたが，国内の MBA 取得者
では有意な結果は得られなかった。Shimizu and 
Higuchi（2009）の推計結果は，日本における大
学院教育の有効性に疑問を投げかけるものである

が，前節で述べたように，日本における大学院卒
労働者の大半は理工系学部出身者であり，MBA
取得者は例外的であると言える。日本のデータを
使い，分析対象を MBA 取得者に限定せずに大学
院賃金プレミアムを推定したのは，Morikawa

（2015）が最初である。Morikawa（2015）は，『就
業構造基本調査』データを用いて，大学院卒の労
働者は学士号取得者だけよりも 15％から 30％ほ
ど高い賃金を得ていることを示した。同様に，柿
澤ほか（2014）は同じデータを使って賃金関数を
推計し，修士号取得の内部収益率は 11～12％ほ
どであることを明らかにしている。Morikawa

（2015）や柿澤ほか（2014）は，ヘックマンの二段
階推定法を用い，就労に関する自己選択から生じ
るバイアスには対処しているものの，大学院進学
に関する自己選択によって生じる内生性について
は考慮されていない。
　前述のように，高等教育の賃金への効果を推定
する際には，自己選択バイアス，特に能力バイア
スに注意する必要性が教育に関する先行研究 4）

で強調されてきた。米国における大学教育の効果
に関する先行研究では，能力バイアスは小さいと
されているが，日本における大学院賃金プレミア
ムの推定に関しては，以下の三つの理由により，
自己選択が深刻な上方バイアスをもたらす可能性
がある。
　第一に，日本の大学院生の大半が国公立大学の
理工系学部出身であり，一般的に国公立大学の理
系学部に入ることは，例えば（数としては最も多
い）私立大学文系学部に入ることよりも難しいと
いう点が挙げられる。日本では一般的に，大学に
入学するためには入学試験を受けなければなら
ず，国公立大学では大学独自の入試のほかに大学
入試センター試験（共通テスト）の受験が義務付
けられている。国公立大学では，センター試験で
4〜6 教科を受験するところが多く，理工系学部
を志望する場合は，数学が試験科目に指定されて
いる。一方，私立大学の多くは，2〜4 科目の大
学独自の試験で受験するケースが多く，国公立大
学よりも難易度が低い傾向にある。国公立大学の
理工系学部への入学条件が厳しいということは，
国公立大学理系学部の学生は，他の学生よりも高
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い能力を持っている可能性が高いことを意味す
る。そのため，個人の出身大学の種類（国公立／
私立）や学部の専攻を含めずに回帰分析を行うと，
大学院教育の効果を推定する際に正のバイアスが
かかる可能性がある。
　第二に，仮に大学の種類（国公立／私立）や学
部での専攻をコントロールできたとしても，能力
バイアスが残る可能性がある点が挙げられる。そ
の理由の一つとして，学部生が大学院に進学する
確率は，大学の入学難易度と相関があることが挙
げられる。例えば，2011 年に東京大学と京都大
学の理工系学部を卒業した学生の約 85％が大学
院に進学しているが，国公立大学全体では約
50％に留まる。また，日本の理工系学生は指導教
官が組織する研究室に所属することが一般的であ
り，大学院に進学するかどうかは指導教官との関
係にも依存すると考えられる。指導教官は能力の
高い学生に大学院への進学を勧める傾向があると
すれば，結果として大学院進学と観察されない能
力との間に正の相関が生じる可能性がある。
　第三に，こうした能力バイアスに加えて，就職
するタイミングに関する自己選択によって生じる
バイアスが存在する可能性がある。図 2 は，1972
年から 2012 年までの大学院入学者数の伸び率を

示している。図 2 に見られるように，1973 年の
石油危機，プラザ合意後の 1986 年の不況，バブ
ル崩壊後の 1990-1993 年，世界金融危機の引き金
となったリーマンショック後の 2010 年に大学院
入学者数が急増している。このグラフから，不況
時に就職せずに大学院に入学することを選んだ学
生が相当数いたことが伺える。日本では，新卒で
就職した企業によってその後の賃金が大きく左右
されるため，不況時に大学四年生になった学生に
は，大学院に進学して大学卒業を先延ばしにする
インセンティブがある 5）。大学院進学には学費な
どの直接的なコストに加え，就職すれば得られた
賃金という機会費用が発生するため，家庭の経済
状況によって就職を先延ばしすることができる学
生とできない学生がいるかもしれない。不況時の
就職を避けるために大学院に進学した人が，その
後，大学院に進学できなかった人よりも高収入の
仕事に就くとすれば，大学院卒業者とそうでない
人の賃金の差は，大学院教育によって蓄積された
人的資本だけではなく，家庭の経済力の差を反映
している可能性がある。
　このような問題意識から，Suga（2017）は，大
学院の定員を操作変数として用いた推定を試みた
が，信頼に足る推定結果は得られなかった。その

図 2　学部専攻・学校種別の大学院入学者数の伸び率

出所：『学校基本調査』
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ため，Suga（2020）は，自己選択バイアスに対処
するために，自己選択に関係が深そうな変数をモ
デルに含め，それによって大学院賃金プレミアム
がどう変化するかを見ることで，推定結果の頑健
性を分析するアプローチを採用した。

Ⅲ　デ ー タ

　前述のように，MBA 取得者に限定せずに日本
の大学院教育へのリターンを推定した Morikawa

（2015）と柿澤ほか（2014）では，総務省『就業構
造基本調査』のデータが使用されている。『就業
構造基本調査』のデータは，非常にサンプルサイ
ズが大きく，代表性という点では信頼に足る調査
である。しかし，労働者の出身大学の種類（国公
立／私立），ランクや学部での専攻，認知能力指
標，親の教育水準などの情報は含まれていない。
そこで，Suga（2020）では，『就業構造基本調査』
よりサンプルサイズは小さいものの，それら自己
選択に影響を及ぼすと考えられる変数を含む複数
の調査から得られたデータを用いて分析を行っ
た。具体的には，家計経済研究所『消費生活に関
するパネル調査』，リクルートワークス研究所『ワー
キングパーソン調査』，および OECD が実施するプ
ロジェクトの一環として国立教育政策研究所が行っ
た『国際成人力調査』の三つである。さらに，Li, 
Urakawa and Suga（2022）では，出身大学がわか
る『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』
調査で得られたデータを用いて分析を行った。こ
れらのデータの詳細について以下で解説する。

１　『消費生活に関するパネル調査』

　この調査は，日本では希少なパネル調査の草分

け的な存在であり，日本で実施されているパネル
調査としては最長期間継続していることが最大の
特徴である。1992 年に家計経済研究所が 24 歳か
ら 34 歳の女性 1500 人（既婚者 1002 人，未婚者 498
人）を対象に調査をスタートし，その後，1997
年に 24〜27 歳の女性 500 人，2003 年に 24〜29
歳の女性 1000 人，2008 年に 24〜28 歳の女性 500
人が追加されている。サンプルサイズは，『就業
構造基本調査』よりも小さいが，代わりに回答者
とその夫の出身大学の種類（国公立／私立）や学
部での専攻など，世帯に関するより詳細な情報を
提供している。Suga（2020）では，前述のとおり
修士号取得の効果に注目するため，大卒者サンプ
ルに限定して分析を行った。消費生活に関するパ
ネル調査データでは，修士号取得者のうち，国公
立大学理工系学部出身者が 50％，私立大学理工
系学部出身者が 31％を占めた。したがって，修
士号取得者の 8 割以上が，理工系学部出身だった
ことになる。
　Suga（2020）では，理学，工学，農学，人文科
学，社会科学，教育学の学士以上の学位を持って
いる人に焦点をあてて分析を行った。医学，薬
学，歯学，獣医学の学位は 6 年間の学部履修が必
要であり，これらの分野の大学院進学希望者は学
部卒業後に直接博士課程に入学するため，除外し
た。また，法科大学院は 2004 年に設置された制
度であり，修士号取得の目的が異なるため，法科
大学院の学位取得者も除外している。賃金関数
は，パートタイム労働者を含むすべての労働者を
対象として推計されている。同様の標本選択基準
を，他の 3 つのデータにも適用した。
　データの基本統計量は表 1 にまとめたとおりで
ある。本研究では，大学院賃金プレミアムに着目

表 1　基本統計量（『消費生活に関するパネル調査』データ）

全体（大学院卒も含む大学卒） 大学院卒
合計 男性 女性 合計 男性 女性

サンプルサイズ 10052 6216 3836 395 265 130
回答者数  1237  771  597  59  39  20
平均年齢 　 36.6 　39 　33.3  35.9  38.3  31.4
平均年収 　524.7  612.1  326 618.5 703.6 376
年収の標準誤差 　233.3  206.3  156.5 265.6 242 159.7
注：�『消費生活に関するパネル調査』はパネルデータなので，同一の回答者が複数年に渡って観測される。その

ため，サンプルサイズに加えて，回答者数も集計した。
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しているため，無職者を除外している。このよう
な選択基準を適用したことにより，サンプルサイ
ズは男性で 6216，女性で 3826 であった。修士号
取得者は少ないので，理学部，工学部，農学部や
その他自然科学系学部を大まかに「理系学部」と
し，文学部，経済学部，法学部，教育学部やその
他人文・社会科学系学部を大まかに「文系学部」
として，2 つのカテゴリーに集約した。表 2 は，
修士号取得者の数を，出身大学の種類（国公立／
私立）／専攻別に集計したものである。回帰分析
で用いる修士号取得者のサンプルサイズは 395 で
あるが，パネルデータなので，同じ回答者が複数
回観測されている。実際の修士号取得者の数はわ
ずか 66 名で，そのほとんどが理系学部出身であ
る。また，『消費生活に関するパネル調査』デー
タの回答者すべて女性であり，男性サンプルは回
答者の夫である。このため，『消費生活に関する
パネル調査』データでは，男性は女性より 6.7 歳
年上となっている。独身男性は除外されているの
で，サンプルの代表性は，特に男性については，
残念ながら限定的と言わざるを得ない。
　

２　『ワーキングパーソン調査』

　『消費生活に関するパネル調査』データを用い
た推定については，サンプルの代表性が乏しいた
め，結果の頑健性については議論の余地がある。
そこで，（『就業構造基本調査』ほどではないものの）
サンプルサイズが大きく，回答者の属性について

『就業構造基本調査』よりも詳しい情報が得られ
る『ワーキングパーソン調査』のデータを用い
て，結果の頑健性を検証する。
　『ワーキングパーソン調査』は，リクルート
ワークス研究所により 2000 年から隔年で実施さ
れている調査である。調査対象は，東京（近郊の
千葉県，埼玉県，神奈川県を含む）に居住する満 20

歳以上の労働者約 1 万人である。調査地域が限定
されているため，『ワーキングパーソン調査』の
サンプルについても，やはり代表性に疑いの余地
がある。しかし，『消費生活に関するパネル調査』
とは異なり，サンプルには独身男性も含まれてい
る上，地域や労働者の就労形態（フルタイム／パー
トタイム），性別，および年齢齢層のシェアにつ
いては，抽出の際にコントロールされている。

『ワーキングパーソン調査』のサンプルについて
も代表性に関して疑いが残るのは事実であるが，
バイアスがあるとしても『消費生活に関するパネ
ル調査』のサンプルとは異なる方向でかかったバ
イアスであると考えられる。したがって，たとえ
サンプルの代表性が多少損なわれているとして
も，頑健性のチェックという目的で行う分析には
有用であると考えられる。『ワーキングパーソン
調査』は 2000 年に開始され，2014 年まで 2 年ご
とに実施されてきたが，卒業年度の情報は 2006
年，2010 年，2012 年，2014 年のデータからしか
得られない。したがって，Suga（2020）では，こ
れら 4 回分の調査で得られたデータのみをプール
して使用した。データには学部の専攻に関する情
報が含まれているが，労働者がどのような大学を
卒業したかという情報は含まれておらず，認知能
力に関する直接的な情報も含まれていない。
　表 3 は，『ワーキングパーソン調査』データの
基本統計量を集計したものである。サンプルサイ
ズは，男性 9976 人，女性 3845 人である。表 3 か
らわかるように，男性の平均年齢は『消費生活に
関するパネル調査』および『国際成人力調査』の
データとほぼ同じであるが，女性の平均年齢は

『消費生活に関するパネル調査』データより高く，
『国際成人力調査』データより低い。4 つの調査
データのサンプルのうち，『ワーキングパーソン
調査』データの男性の平均賃金は最も高い。表 4

表 2　専攻分野別・大学種類別の修士号取得者数（『消費生活に関するパネル調査』データ）

国公立 私　立
合計 男性 女性 合計 男性 女性

理系 208（32） 166（27） 42（5） 104（19） 81（13） 23（ 6）
文系  13（ 3） 　1（ 1） 12（2）  70（12） 17（ 2） 53（10）
合計 221（35） 167（28） 54（7） 174（31） 98（15） 76（16）
注：括弧内は回答者数。
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は，専攻別の人数を集計したものである。表から
わかるように，サンプルサイズは消費生活に関す
るパネル調査データとあまり変わらない 6）が，
修士号取得者の数は 4 倍以上になっている。
　『ワーキングパーソン調査』データには，性別，
学位，年齢に基づいて定義されたグループについ
て個別に基本統計量を計算するのに十分なサンプ
ルサイズがある。そこで，修士号取得者と非取得
者の間で職種や年収分布がどのように異なるかを
見るために，各グループについて正規労働者の

シェアと平均年収を算出した。図 3 は正社員の男
女別シェア，修士号取得者と非取得者の男女別
シェアを表示したものである。この図から，修士
号を持っている方が正社員として採用される可能
性が高いことが示唆される。図 4 は修士号取得者
と非取得者の男女別平均賃金を示したものであ
る。年齢層に関係なく，修士号取得者は学士号取
得者よりも賃金が高いが，大学院賃金プレミアム
は男女間賃金格差を相殺するほどではないことが
わかる。

表 3　基本統計量（『ワーキングパーソン調査』データ）

全体（大学院卒も含む大学卒） 大学院卒
合計 男性 女性 合計 男性 女性

サンプルサイズ 13821 9976 3845 1631 1377 254
平均年齢 　 40.2 　41.3 　37.6 　38.6 　39.1  36.3
平均年収 　547.9  635.8  319.9  650.7  694.1 415.3
年収の標準誤差 　334.2  331.6  210.2  343.4  341.4 245

表 4　専攻分野別・大学種類別の修士号取得者数
（『ワーキングパーソン調査』データ）

合計 男性 女性
理系 1272 1145 127
文系  359  232 127
合計 1631 1377 254

図 3　正社員の性別・学位・年齢別シェア

出所：『ワーキングパーソン調査』
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３　『国際成人力調査』

　出身大学の種類（国公立／私立）や専攻は，労
働者の能力を知る上では有益だが，『消費生活に
関するパネル調査』や『ワーキングパーソン調
査』データには，読解力や数学に関するテストの
得点といった能力を直接測定した指標は含まれて
いないため，自己選択バイアスが残されている可
能性がある。そこで，Suga（2020）では，認知能
力のレベルや使用状況に関する詳細な情報を含
む，『国際成人力調査』のデータを用いた。
　『国際成人力調査』は，OECD が主催する成人
力国際評価プログラムの第一次調査の一環とし
て，国立教育政策研究所が実施した調査である。
この調査には 24 カ国が参加し，認知能力の水準
や，認知能力と賃金，職種，社会的地位などの社
会経済変数との関係に関する詳細な情報を参加国
政府に提供することを目的として実施された。調
査対象は調査時日本に居住していた 16 歳から 65
歳の人で，5200 人を無作為に抽出している。『消
費生活に関するパネル調査』では独身男性を除外
され，『ワーキングパーソン調査』では調査地域
が限定されていたのに対し，『国際成人力調査』
は無作為抽出によって全国からサンプルを抽出し

ている分，代表性が高いと言える。ただし，サン
プルサイズはあまり大きくない。
　『国際成人力調査』は，認知能力のレベルを正
確かつ包括的に測定することを目的として設計さ
れており，回答者には「読解力」「数的思考力」

「状況の変化に応じた問題解決能力」を測るテス
トを受験することが求められる。テストでは，新
聞に書かれた文字や数字を読み取る，旅程表から
移動費を計算する，グラフを読む，メールを整理
する，オンライン予約システムで会議室を予約す
るなど，一般的な職場で使われる認知スキルのレ
ベルを測定している。したがって，テストで測定
される認知スキルは，大学院で身につける学術
的・専門的知識とは異なる一般的なスキルである
と考えることができる。そのため，大学院で蓄積
した人的資本が賃金に影響の一部を，これらのテ
ストスコアが説明してしまうことは避けられると
考えられる。一方，Hanushek et al.（2015），Lee 
and Wie（2017）は，『国際成人力調査』で測定さ
れた認知スキルが賃金に正の有意な影響を与える
ことを示している。したがって，テストによって
測定された認知能力に関する指標は，賃金や大学
院進学の選択に影響を与える観測できない能力の
代理変数として有用であると考えられる。

図 4　労働者の平均賃金（性別，学位，年齢別）

出所：『ワーキングパーソン調査』
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　表 5 は，大学卒業者と大学院修了者の性別・専
攻別の平均点である。これによると，このテスト
で測定されるのは学術的な能力ではないが，文系
学部出身の女性を除いて，すべてのテストにおい
て大学院卒業者の方が良い成績を収めていること
がわかる。このことは，大学院に進学する学生
は，観測されない能力によって選別されており，
認知能力の正確な測定値が得られない場合には，
大学院賃金プレミアムが過大推計される可能性が
あることを示している。
　表 6 は，『国際成人力調査』データの基本統計

量を集計したものである。男性の平均年齢は『消
費生活に関するパネル調査』とほぼ同じである
が，女性の平均年齢は高い傾向にある。これは，
サンプルの抽出方式の違いに起因すると考えられ
る。表 7 は，修士号取得者の男女別・専攻別の人
数を示したものである。表からわかるように，修
士号取得者は男性 78 人，女性 30 人しかいない。
このように，修士号取得者の数は，信頼できる推
計を行うには少し心許ない事実は否めない。特
に，『消費生活に関するパネル調査』データと同
様に，人文社会科学専攻の修士号を持つ回答者の
数が，男女ともに少ないため，結果の解釈には注
意を要する。

４　『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』

　日本では大学院進学の決定要因として，出身大
学のランキングが重要であることは先述した通り
だが，日本には出身大学の詳細な情報が分かる
データがほとんど存在しない。数少ない例外とし
て，2012 年に実施された『地域の生活環境と幸
福感に関するアンケート』がある。これは，主観
的幸福度の決定要因を調べる目的で設計された調
査 7）で，回答者の属性や主観的幸福度に関連す
るさまざまな情報が含まれている。その中には，
親の教育水準に関する情報もあり，それらも分析
に用いる。調査はインターネット調査で行われ，
総務省『国勢調査』及び厚生労働省『国民生活基
礎調査』の分布と整合的になるように調整して抽

表 5　学位，学部専攻，性別ごとの平均テストスコア
（『国際成人力調査』データ）　　　　　　

大学卒 大学院卒
数的思考力

　男性
理系 321.4 340.7
文系 312.7 328.1

　女性
理系 295.2 335.2
文系 302.9 312.4

読解力

　男性
理系 318.3 335　
文系 315.9 331.1

　女性
理系 305.7 335.3
文系 315.9 329.1

問題解決力

　男性
理系 314.3 334.2
文系 305.5 320.3

　女性
理系 292.9 332　
文系 300.5 314.8

注：�『国際成人力調査』データでは，テストスコアの集計に複
雑なシステムを用いている。詳細は Yamamoto Khorramdel 
and von Davier（2013）を参照。

表 6　基本統計量（『国際成人力調査』データ）

全体（大学院卒も含む大学卒） 大学院卒
合計 男性 女性 合計 男性 女性

サンプルサイズ 1590 748 842 112  83  29
　 　39.8  40.8  38.8  39  39.2  38.3
平均年収  466 603.2 297.3 631.5 703.2 388.5
年収の標準誤差  445.8 530.4 214 394.6 405.5 228.8

表 7　専攻分野別・大学種類別の修士号取得者数
（『国際成人力調査』データ）  　　　

合計 男性 女性
理系  81 66 15
文系  27 12 15
合計 108 78 30
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出されているが，残念ながらサンプルに若干の偏
りが見られる。具体的には，男性，高学歴層，東
京都区部居住者の割合が高い傾向が確認された。
そのため，前述の 3 つのデータ同様，サンプルの
代表性には多少の疑問が残る。しかしながら，前
述のとおり出身大学の情報がわかる上に，両親の
教育水準に関する情報も含まれており，代表性の
乏しさを打ち消してあまりある有用性がある。
　表 8 は，『地域の生活環境と幸福感に関するア
ンケート』データの基本統計量を集計したもので
ある。表から，男性の平均年齢は他の 3 つのデー
タに比べて高め，平均年収はやや低めであるのに
対し，女性の平均年齢は他の 3 つのデータとほぼ
同じで，平均年収はやはりやや低い傾向にある。
年収については，抽出の際に『国民生活基礎調
査』データの分布を基に調整がなされているた
め，むしろ他のデータの平均値にバイアスがか
かっている可能性もある。表 9 は，修士号取得者
の男女別・専攻別の人数を集計したものである。
やはり女性の修士号取得者は少ないが，『国際成
人力調査』よりは多く，人数では『消費生活に関
するパネル調査』も上回っている。
　

Ⅳ　推 定 方 法

　分析にあたっては，ミンサー型賃金関数を，学
士号取得者全員について，男女別に推定した。

	 ln Wit =α +βGi + γ 1Eit + γ 2 E 2it + ζ Xit + ∊it	（1）

　ここで，Wit は，t 年における個人 i の前年の年
収である。Gi は個人 i が修士号を持っているかど
うかを示すダミー変数である。Eit は個人 i の就
労年数を表し，大学（大学院）卒業からの年数で
測定される。卒業年がわからないデータについて
は，学部卒なら 23 歳，大学院卒なら 25 歳になっ
た年を卒業年として計算した。Xit は，年ダミー
や出生コホートダミーなど他の制御変数のベクト
ルである。サンプルにはパートタイム労働者が含
まれているため，労働時間も Xit に含まれる。自
己選択バイアスに関わる変数をコントロールする
際には，学部卒業 1 年前の失業率，出身大学の種
類（国公立／私立）・ランクや学部での専攻，認知
能力指標，親の教育水準などを Xit に含めて分析
を行った。
　ベースラインとなる推定では，働いて収入を得
ているすべての個人について，式（1）を普通最
小二乗法（OLS）で推計した。先行研究では，就
職に関する自己選択のバイアスを考慮してヘック
マン 2 段階推定法が用いられたが 8），大学院進学
に関する自己選択の効果は考慮されていなかっ
た。先述のように，大学生が生まれつきの能力な
どの観測されない要因に基づいて大学院進学に関
する意思決定を行っている場合，誤差項ϵit は修
士ダミーと相関を持つ可能性がある。その場合，
修士ダミー Gi は内生変数となり，大学院賃金プ

表 8　基本統計量（『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』データ）

全体（大学院卒も含む大学卒） 大学院卒
合計 男性 女性 合計 男性 女性

サンプルサイズ 2856 2155 701 391 323  68
平均年齢 　44.5 　46.4  38.6  42.7  44  36.9
平均年収  509.2  594.5 246.9 606.1 675.7 275.7
年収の標準誤差  362  360.6 207.5 386 377.1 222.9

表 9　専攻分野別・大学種類別の修士号取得者数（『地域
の生活環境と幸福感に関するアンケート』データ）

合計 男性 女性
理系 145 103 42
文系 246 220 26
合計 391 323 68
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レミアムの推定値 β には正のバイアスがかかる。
そのため，大学院進学に関する選択に影響するよ
うな変数を可能な限り Xit に含めることが重要で
ある。

Ⅴ　推 定 結 果

　以下，各データについて，推定結果を解説する。

１　『消費生活に関するパネル調査』データを用い
た分析

　Morikawa（2015）の推定結果と比較するため
に，まずは出身大学の種類（国公立／私立）や専
攻とを除いた回帰分析の結果から見てみよう。表
10 の最初の 2 列は，OLS による推定結果を示し
ている。表から，修士号取得者の男性は学士号取
得者の男性よりも 26.2％多く，修士号取得者の女
性は学士号取得者の女性よりも 18.3％多く稼いで
いることがわかる。前述のとおり，『消費生活に
関するパネル調査』データは，『就業構造基本調
査』データに比べてサンプルサイズや代表性とい
う面で劣るものの，推定結果は Morikawa（2015）
と近く，サンプルの偏りの影響は深刻ではないと

考えられる。
　表 10 の最後の 3 列は，大学の種類（国公立／
私立），学部の専攻，学部卒業 1 年前の失業率を
含めた推計結果を示している。前述したように，
これらの変数を省略すると大学院賃金プレミアム
が誇張される可能性があるので，これらを含める
と修士号ダミーの係数が小さくなることが予想さ
れる。実際の推定結果は，予想された通り修士ダ
ミーの係数は小さくなっていることが確認でき
る。特に，女性の場合，大学院賃金プレミアムは
18.3％から 13.5％に大幅に低下している。した
がって，学部での出身大学の種類（国公立／私立），
専攻分野，学部卒業前 1 年間の失業率によって，
大学院賃金プレミアムの約 26.2％が説明されると
いうことになる。一方男性では，大学院賃金プレ
ミアムは 26.2％から 23.7％への減少に留まってお
り，新たに加えた変数によって説明される割合は
少ない。追加のコントロールを含めても，大学院
賃金プレミアムの推定値は正で有意であった。学
部卒業 1 年前の失業率の係数は，女性の OLS 回
帰を除いてすべて負で有意である。学部卒業 1 年
前の失業率の係数が負であることは，最初の就職
活動時の労働市場の状況が持続的に影響している

表 10　賃金関数の推定結果（『消費生活に関するパネル調査』データ）

被説明変数：対数年間稼働所得 追加コントロールなし 追加コントロールあり
男性 女性 男性 女性

修士ダミー 0.262*** 0.183*** 0.237*** 0.135**
（0.0209） （0.0552） （0.0221） （0.0579）

国公立大卒文系ダミー 0.117*** 0.0447*
（0.0125） （0.0261）

国公立大卒理系ダミー 0.0718*** 0.146***
（0.0141） （0.0513）

私立大卒理系ダミー 0.0462*** 0.0457
（0.0106） （0.0370）

卒業前年の失業率 －0.0171** －0.0153
（0.00746） （0.00983）

職業経験年数 0.0584*** 0.0531*** 0.0559*** 0.0528***
（0.00265） （0.00728） （0.00294） （0.00759）

職業経験年数の二乗 －0.00102*** －0.00144*** －0.000989*** －0.00144***
（7.43e-05） （0.000367） （7.47e-05） （0.000372）

労働時間 0.00563*** 0.0272*** 0.00563*** 0.0271***
（0.000566） （0.00116） （0.000566） （0.00116）

定数項 5.750*** 5.529*** 5.777*** 5.772***
（0.0688） （0.145） （0.0748） （0.0914）

観測数 6,216 2,734 6,216 2,734
決定係数 0.218 0.455 0.231 0.451
注：括弧内は標準誤差。*** p<0.01,  ** p<0.05,  * p<0.1
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ことを示している。このことは，Hamaaki et 
al.（2013）の結果とも整合的である。
　	

２　『ワーキングパーソン調査』データを用いた分析

　表 11 の最初の 2 列は，『ワーキングパーソン調
査』データを用いた，追加のコントロールなしの
推定結果である。大学院賃金プレミアムの推計値
は，男性 17.2％，女性 21.9％であった。男性の推
定値は『消費生活に関するパネル調査』データを
用いた回帰分析の推定値より小さいが，正で有意
であり，Morikawa（2015）の推定値と大きな差
はない。コントロールを追加した推計結果は，表
11 の最後の 2 列で示している。学部での専攻と
学部卒業 1 年前の失業率をコントロールすると，
大学院賃金プレミアムの推計値は男女ともに減少
するものの，減少幅は小さく，依然として統計的
に有意であった。
　

３　『国際成人力調査』データを用いた分析

　表 12 の最初の 2 列は，『国際成人力調査』デー
タを用い，認知能力指標を含めずに行った回帰分
析の結果である。OLS による推定では，男性の
大学院賃金プレミアムは 22.9％であった。一方，
女性の大学院賃金プレミアムは 31.2％であり，他
のデータを用いた推計値よりも高い傾向にあるこ
とがわかった。

　表 12 の最後の 2 列は，認知能力指標を含めた
回帰分析の結果である。大学院賃金プレミアムの
推計値は，男性で 22.9％から 20.4％に，女性で
31.2％から 26.4％に減少したが，依然として正の
有意な値である。
　3 種類の認知能力指標のうち，男性サンプルを
用いた回帰では，数的思考力だけが有意であっ
た。推定の結果から，男性の場合，数的思考力が
1 標準偏差分高いと，賃金が 9.20％高い傾向があ
ることがわかった。理系ダミーと学部卒業前 1 年
間の失業率は有意ではなかった。
　

４　『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』
データを用いた分析

　『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』
のデータには出身大学の情報が含まれるため，出
身大学の偏差値を用いて，偏差値 63 以上なら 1，
それ以外なら 0 の値をとる難関大学ダミーを定義
した。これを用いて，まずは大学のランキングや
親の教育水準が大学院進学の重要な決定要因に
なっていることを確かめるため，修士ダミーを被
説明変数にして回帰分析を行った。表 13 はその
推定結果をまとめたものである。難関大学ダミー
や難関大学理系学部ダミーなどの係数が正で有意
なのは予想通りだったが，予想に反し親の教育水
準は有意ではなかった。

表 11　賃金関数の推定結果（『ワーキングパーソン調査』データ）

被説明変数：対数年間稼働所得 追加コントロールなし 追加コントロールあり
男性 女性 男性 女性

修士ダミー 0.172*** 0.219*** 0.165*** 0.205***
（0.0148） （0.0373） （0.0157） （0.0381）

理系学部ダミー 0.0131 0.0347
（0.0110） （0.0237）

卒業前年の失業率 －0.0517*** －0.0684***
（0.0117） （0.0217）

職業経験年数 0.0222*** 0.0456*** 0.0219*** 0.0452***
（0.00189） （0.00380） （0.00190） （0.00380）

職業経験年数の二乗 －0.000567*** －0.000651*** －0.000562*** －0.000636***
（6.22e-05） （0.000132） （6.21e-05） （0.000132）

労働時間 0.00563*** 0.0272*** 0.00563*** 0.0271***
（0.000566） （0.00116） （0.000566） （0.00116）

定数項 5.809*** 5.571*** 5.937*** 5.746***
（0.252） （0.571） （0.254） （0.572）

観測数 9,905 3,823 9,905 3,823
決定係数 0.325 0.493 0.326 0.495
注：括弧内は標準誤差。*** p<0.01,  ** p<0.05,  * p<0.1
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表 12　賃金関数の推定結果（『国際成人力調査』データ）

被説明変数：対数年間稼働所得 追加コントロールなし 追加コントロールあり
男性 女性 男性 女性

修士ダミー 0.229*** 0.312*** 0.204*** 0.264**
－0.04 －0.147 －0.041 －0.147

理系学部ダミー －0.060 0.084
－0.061 （－0.108）

数的思考力 0.092** 0.039
（0.045） －0.123

読解力 0.011 －0.004
－0.05 －0.105

問題解決能力 0.025 0.092
（0.050） －0.111

卒業前年の失業率 －0.018 －0.018
－0.032 －0.063

職業経験年数 0.102*** 0.0407*** 0.105*** 0.0514***
（0.00608） （0.0112） （0.00795） （0.0136）

職業経験年数の二乗 －0.00188*** －0.000926*** －0.00195*** －0.000982***
（0.000129） （0.000283） （0.000141） （0.000287）

労働時間 0.0146*** 0.0301*** 0.0145*** 0.0296***
（0.00104） （0.00200） （0.00102） （0.00202）

定数項 14.698*** 13.656*** 13.748*** 12.723***
（0.200） －0.362 －0.44 －1.156

観測数 503 194 503 194
決定係数 0.271 0.402 0.292 0.400
注：括弧内は標準誤差。*** p<0.01,  ** p<0.05,  * p<0.1

表 13　大学院進学の決定要因に関する回帰分析の結果　　　　
　　　  （『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』データ）

被説明変数：修士ダミー
男性 女性

理系学部ダミー 0.0922*** 0.0504**
（0.0170） （0.0242）

難関大学ダミー 0.0547*** 0.0300
（0.0202） （0.0245）

難関大学理系学部ダミー 0.164*** 0.121**
（0.0304） （0.0530）

父親大学卒ダミー 0.0309 0.00239
（0.0190） （0.0214）

母親大学卒ダミー 0.0389 0.000422
（0.0288） （0.0275）

父親大学卒理系ダミー 0.0275 0.0529*
（0.0276） （0.0281）

母親大学卒理系ダミー 0.119 0.0963
（0.0752） （0.0629）

父親大学院卒ダミー －0.0161 0.0419
（0.0518） （0.0473）

母親大学院卒ダミー －0.140 －0.156
（0.108） （0.141）

卒業前年の失業率 0.0272*** 0.0160**
（0.00625） （0.00694）

定数項 －0.0181 0.000735
（0.0195） （0.0244）

観測数 2,317 1,001
決定係数 0.098 0.046
注：括弧内は標準誤差。*** p<0.01,  ** p<0.05,  * p<0.1
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表 14　賃金関数の推定結果（『地域の生活環境と幸福感に関するアンケート』データ）

被説明変数：対数年間稼働所得 追加コントロールなし 追加コントロールあり
男性 女性 男性 女性

修士ダミー 0.224*** 0.266*** 0.147*** 0.240**
（0.0407） （0.0984） （0.0428） （0.101）

理系学部ダミー 0.0931*** 0.176**
（0.0345） （0.0787）

難関大学ダミー 0.304*** －0.104
（0.0411） （0.0822）

難関大学理系学部ダミー －0.115* 0.0675
（0.0620） （0.170）

父親大学卒ダミー 0.0301 0.143**
（0.0379） （0.0715）

母親大学卒ダミー 0.0899 0.145
（0.0580） （0.0905）

父親大学卒理系ダミー －0.0662 －0.0433
（0.0549） （0.0921）

母親大学卒理系ダミー 0.111 －0.193
（0.147） （0.192）

父親大学院卒ダミー 0.196* －0.0637
（0.101） （0.148）

母親大学院卒ダミー 0.00292 0.215
（0.207） （0.374）

卒業前年の失業率 0.00871 0.0740
（0.0269） （0.0581）

職業経験年数 0.102*** 0.0407*** 0.105*** 0.0514***
（0.00608） （0.0112） （0.00795） （0.0136）

職業経験年数の二乗 －0.00188*** －0.000926*** －0.00195*** －0.000982***
（0.000129） （0.000283） （0.000141） （0.000287）

労働時間 0.0146*** 0.0301*** 0.0145*** 0.0296***
（0.00104） （0.00200） （0.00102） （0.00202）

定数項 13.59*** 13.12*** 13.42*** 12.66***
（0.0761） （0.118） （0.170） （0.317）

観測数 2,079 622 2,079 622
決定係数 0.223 0.284 0.256 0.305
注：括弧内は標準誤差。*** p<0.01,  ** p<0.05,  * p<0.1

　次に，対数年間収入を被説明変数にして回帰分
析を行った。表 14 はその結果をまとめたもので
ある。大学院賃金プレミアムは，大学のランキン
グや親の教育をコントロールすることで，男性で
22.4％から 14.7％へ，女性で 26.6％から 24.0％へ
下落している。男性の下落幅は大きく，大学のラ
ンキングや親の教育水準で説明される割合は
34.4％となった。しかしながら，追加コントロー
ルなしの推定値が高いため，追加コントロールあ
りの推定値でも，先行研究や他のデータを用いた
分析と比べて著しく低くはならず，推定された大
学院賃金プレミアムは結果として統計的に有意で
あった。
　

Ⅵ　結　　論

　Suga（2020） と Li, Urakawa and Suga（2022）
は，観測されない能力や景気変動によって生じる
自己選択バイアスを考慮し，それらの要因に深く
関係のありそうな変数をモデルに含めることで，
日本の大学院賃金プレミアムを先行研究よりも高
い精度で推定することを試みた。サンプルの代表
性には疑問が残るものの，異なる特徴を持つ 4 つ
のデータセットを利用して分析を行い，すべての
分析で先行研究の値とそれほど違いのない推定値
が得られた。自己選択バイアスを考慮するため
に，大学の種類（国公立／私立）とランク，学部
の専攻，学部卒業 1 年前の失業率，認知能力指
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標，親の教育水準をコントロールした。これらの
変数を加えることで，大学院賃金プレミアムは，
男性で最大 34.4％，女性で 26.2％低下するが，推
定された係数は依然として正で有意であった。
　本稿で示された大学院賃金プレミアムの値は，
先行研究で推計されたものと大差なかったもの
の，追加でコントロールされた要因が自己選択バ
イアスに関わるすべての要因を網羅しているわけ
ではないことには注意が必要である。どれだけ多
くの要因を考慮しても，依然として自己選択バイ
アスによる内生性の懸念は残る。そのため，将来
的な展望として，操作変数のような外生的な変動
を利用した識別戦略に基づく研究が行われること
が期待される。
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 6）消費生活に関するパネル調査では調査対象の数が少ないもの
の，同じ対象が何度も観察されているため。

 7）文部科学省科学研究費助成事業「幸福感分析に基づく格差社
会是正政策と社会保障改革」プロジェクトの一環として実施さ
れた。

 8）Suga（2020）でもヘックマン 2 段階推定法を用いた推定が
行われているが，結果は OLS とあまり変わらなかったため，
本稿では省略した。
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